
１ 工業統計調査について

（１）調査の目的

工業統計調査は、工業の実態を明らかにすることを目的とします。

（２）調査の根拠

工業統計調査は統計法（昭和２２年法律第１８号）に基づく指定統計調査（指定統計第

１０号）で、工業統計調査規則（昭和２６年通商産業省令第８１号）によって実施されま

す。

（３）調査の期間

平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日までの１年間の実績について、平成

１４年１２月３１日現在で調査したものです。

（４）調査の範囲

日本産業分類に掲げる大分類Ｆ－製造業に属する事業所（国に属する事業所を除く）を

対象に調査するものです。調査年の西暦末尾が０，３，５，８年に当たる年は全事業所を

調査の対象としていますが、それ以外の年は従業者３人以下の事業所を調査の対象から除

外しています（裾切調査 。今回（平成１４年）は、西暦末尾が２年に当たるので裾切調）

査として実施しています。

（５）調査の種類

工業統計調査は、甲調査及び乙調査の２種類で、区分は次のとおりです。

ア 甲調査 従業者３０人以上の事業所

イ 乙調査 従業者２９人以下の事業所

（６）調査の方法

ア この調査は自計申告によるもので、調査票の配付と回収は、知事が任命した工業統

計調査員が市町村長の指揮監督を受けて行いました。

イ この調査の申告義務者は、事業所の管理責任者です。

（７）調査の項目

巻末に添付した調査票甲、調査票乙の様式を参照してください。

（８）集計及び公表

平成１４年工業統計調査の本県における集計は、県独自に集計したものであり、経済産

業省が発表する数値と相違することがあります。

（９）平成１４年調査における改正点

ア 特定調査年における特定業種に属する従業者３人以下の事業所の乙調査票による調

査が、平成１４年調査から中止となりました。

イ 日本標準産業分類の改訂に伴い、平成１４年調査から産業分類が変更されました。

これにより 「新聞業」及び「出版業」は『製造業』から『情報通信業』に 「もやし、 、

製造業」は『製造業』から『農業』に分類が移行しましたので、これらの業種に該当

する事業所はこの調査の対象外となりました。

また、変更前の分類中「電気機械器具製造業」は 「電気機械器具製造業 「情報、 」、

通信機械器具製造業」及び「電子部品・デバイス製造業」の３つに分割されました。



旧分類（平成１３年まで） 新分類（平成１４年から）

産 業 産 業
中分類 産 業 名 称 中分類 産 業 名 称
番 号 番 号

09 食料品製造業12 食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業 飲料・たばこ・飼料製造業13 10

（衣服、その他の繊維製品を除く） （衣服、その他の繊維製品を除く）14 繊維工業 繊維工業11

衣服・その他の繊維製品製造業 衣服・その他の繊維製品製造業15 12

木材・木製品製造業（家具を除く） 木材・木製品製造業（家具を除く）16 13

家具・装備品製造業 家具・装備品製造業17 14

パルプ・紙・紙加工品製造業 パルプ・紙・紙加工品製造業18 15

16 印刷・同関連業19 出版・印刷・同関連産業

化学工業 化学工業20 17

石油製品・石炭製品製造業 石油製品・石炭製品製造業21 18

プラスチック製品製造業 プラスチック製品製造業22 19

ゴム製品製造業 ゴム製品製造業23 20

なめし革・同製品・毛皮製造業 なめし革・同製品・毛皮製造業24 21

窯業・土石製品製造業 窯業・土石製品製造業25 22

鉄鋼業 鉄鋼業26 23

非鉄金属製造業 非鉄金属製造業27 24

金属製品製造業 金属製品製造業28 25

一般機械器具製造業 一般機械器具製造業29 26

27 電気機械器具製造業30 電気機械器具製造業

28 情報通信機械器具製造業31 輸送用機械器具製

29 電子部品・デバイス製造業32 造業

精密機械器具製造 輸送用機械器具製造業33 30

業 精密機械器具製造業34 31

武器製造業 その他の製造業32

その他の製造業

電気機械器具製造業
を３分割

武器製造業を
その他の製造業へ統合

もやし製造業は
農業へ移行

新聞業・出版業は
情報通信業へ移行


